Activities of Buddhist Well-being in the Nichiren sect after World War Ⅱ by 清水, 海隆
人間の福祉　第15号（2004）221－237
日蓮宗における戦後仏教福祉活動の動向※
清　水　海　隆※※
はじめに
　日蓮宗における戦後仏教福祉活動の動向を知るために有用な主要資料としては，①日蓮宗宗
務院発行r日蓮宗宗報』（年1～3冊発行），②日蓮宗新聞社発行r日蓮宗新聞』（月3回発
行），③日蓮宗現代宗教研究所編r近代日蓮宗年表』（日蓮宗宗務院・1981年，以後追加版各年
発行）の3点があげられる。①は日蓮宗当局によるもので第一次資料であり，②は同宗内の新
聞社による記録という点で第二次資料，③は宗門関係資料を基に作成された第三次資料と位置
付けられる。本論文は①②及び他の同時期資料により，戦後日蓮宗における仏教福祉活動の動
向の概観を試みるものである。
　さて，戦後期の動向について述べる前に，その前提となる近代における同宗の仏教福祉活動
の展開について略述しておきたい。まず，草創期としての明治期における日蓮宗関係の活動と
しては，1879（明治12）年開設の福田会育児院（東京）に日蓮宗管長・新居日薩が会長として
連続3期にわたり参画し，1903（明治36）年に学生寮・四谷学園（東京）が堀の内妙法寺山主
・武見日直の発案により開設され，1906（明治39）年には日蓮宗僧侶・綱脇龍妙がハソセン病
救療施設・身延深敬病院（山梨，後に身延深三園）を開設し，1912（大正元）年には免囚保護
事業・日蓮宗東京旧記会が開設される等の若干の活動事例が見られている。
　そして，大正時代末には宗門としての積極的活動が見られはじめる。すなわち，日蓮宗宗務
院（東京）は1925（大正14）年2月に立正社会事業研究会，3月に教化事業研究会を開催し，
4月に院内に児童課を設置，5月に日蓮宗立正児童協会連盟を設立している。さらに，7月に
立正事業協会を設立し，8月には同協会の機関誌が発刊され，11月には日蓮宗社会事業調査を
実施している。1926（昭和元）年には，宗務院の組織変更により社会課が設置され，宗門によ
る社会的活動への関与姿勢が明確にされたのである。
　今，宗門による戦前期最後の社会事業調査である『日蓮宗社会事：業要覧』（1940（昭和15）年
4月）には，総合社会事業4・救護i事業43・隣…保事業2・医療事業15・保護事業20・保育事業
129・児童教化事業139の項目名および活動数が挙げられており，戦前期の日蓮宗の活動の量的
側面を理解することができるω。
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　このような戦前期の活動が戦争末期の国内外の混乱を経て，戦後期にどのように展開されて
いったかについて，本稿では明らかにするものである。なお，考察の都合上，戦後期を①終
戦・戦後復興期，②高度経済成長期，③低成長からバブル経済期，④バブル経済崩壊期以降の
4期に分けて述べることとする。
1　終戦・戦後復興期の動向
　本革は1945（昭和20）年～1963（昭和38）年を対象とする。その前半は，終戦直後の混乱へ
の対応や経済生活の立て直しの一方で，自然災害が頻発した時期であり，後半は神武景気
（1955～1957年）や岩戸景気（1959年）等の好景気に支えられ，日本が国際社会に復帰して
いった時期と捉えられる。また，全体的には国内体制の再構築に従って，社会福祉諸制度が整
備され，児童福祉・障害者福祉・生活保護制度等が立ち上がる時期であった。
（1）宗門の動向
　本期の日蓮宗の活動について概観すると，前半は一般社会同様に，戦後混乱への対応が顕著
であり，はじめに復興局を設置して戦後復興に力を注ぎ，混乱への対応，外地からの引揚者に
対する対応策を実施している。すなわち，1946（昭和21）年5月20日・同6月10日付により援
護事業連絡員53名を委嘱し，全国の引揚者救援活動を報告することとし（2），7月には宗務国教
学部主催の社会事業講習会（千葉・小湊誕生寺）を開催し③，8月には「引揚開教旨布教師救済
要綱」を決定している（4）。12月には白川栄澄ほか58名が立正青年聯盟を結成し，戦災者・引揚
同胞の援護等を協議している（5）。なお，1950（昭和25）年2月には在外同胞帰還促進大祈願会が
開催され，帰国促進の祈願法要と併せてGHQに対し帰国促進要請をするなど，戦後混乱期に対
応した活動が実施されている（6＞。
　次に，宗門の社会的活動に関する姿勢の方向性としては，管長名義や社会部長名義により，
社会事業実践や社会事業の刷新強化への尽力などを度々訴えている。『宗報』第7号は巻頭言
　「社会と倶に在る寺院たれ」を掲載し，同号所掲の社会部長戸田日宣の「宗門教家に訴ふ」で
は「社会事業こそが宗教の使命」と訴えている（7）。また，疋田は『画報』第12号所掲の「今後の
寺院は如何に在るべきか」にて，「寺院が社会事業を行ふといふ事は，当然為さねばならぬ責
務」とし，宗門の対応として社会事業聯盟の結成を紹介している（8）。最後に『宗報』第20号は，
巻頭言「事業仏教を興起せよ」を掲載し，「仏祖の大悲門を最も活発に社会公益面に顕現し，久
しい間社会に超然としていた態度を放棄し，以て生きた生活と倶に在る事業仏教」と説き，社
会的活動を志向する事業仏教を提唱しているのである（9）。このように，宗門が社会的活動の勧
奨を説く一方，宗門の管轄機関も整備され，1947（昭和22）年の出会では社会部独立が決定さ
れ⑩，1949（昭和24）年の宗会における「社会事業規程」制定により各宗務所管内の社会教化事
業促進の組織として，日蓮宗社会事業協会が組織されω，1953（昭和28）年11月には第1回日蓮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一222一
人間の福祉　第15号（2004）
宗社会事業教化事業大会（愛知・法音寺）が開催されている叫そして，1954（昭和29）年4月
の宗制改正では，社会教化事業・社会活動の所管部署として教化部社会課が設置されるなど⑬，
終戦直後の宗門の志向が社会的活動に向いていたことが理解される。
　三期の活動実態として，社会部による1953（昭和28）年12月31日現在の「社会教化事業名
簿」には，「社会教化事業（施設関係）名簿」137施設・「社会教化事業（役職関係）名簿」
340名の施設名称・寺院名・氏名等が掲載されている。内訳は施設関係では幼稚園・保育所89，
日曜学校・子供会33，養護施設4，精神薄弱児施設1，救癩施設1，宿泊収容施設1，その他
8，役職関係では保護司196，民生委員・児童福祉委員188，各種委員・議員116の延500名であ
り，本名簿から見る限り，児童関係が大半を占めていたことが理解できる暁
　次に，三期後半では，第2回日蓮宗全国社会教化事業大会（愛知・法音寺）が1955（昭和
30）年11月に開催されている㈲。また，1958（昭和33）年6月号は全国社会福祉大会参加の日蓮
宗関係者の懇談会が開催されるが⑯，各種分野の全国大会等に合わせた宗門関係者の懇談会は，
宗務院主催または地元宗務三主三等により，これ以後定例化しており，意見交換の場として活
用されている。
　このように第1期全体を通しての宗門動向は，終戦後の混乱への対応，仏教の社会的役割の
再認識とその告知，宗内諸活動の組織化に重点があったと理解されるのである。
（2）個別活動状況
　第1期全体の個別活動の状況について，①児童関係・②高齢者関係・③教育関係・④更生関
係・⑤医療関係・⑥災害関係・⑦その他に大別して，以下にまとめることとする。
　①児童関係…　宗団の動向としては，1955（昭和30）年8月に日蓮宗社会教化事業第1回
保育講習会（山梨・身延山短期大学）が開催されているqの。本講習会はのちに日蓮宗保育連盟
主催の保育研修会として定例化している。9月には日蓮宗保育連盟結成準備会（宗務院）が開
催され，1959（昭和34）年の同連盟の結成へ繋がっている⑱。
　児童関係の個々の活動状況を量的にあげると以下の通りである。
◎幼稚園・保育所…　　北海道18，青森1，岩手4，宮城1，山形1，茨城3，栃木4，群馬
　5，埼玉3，東京17，神奈川14，新潟7，富山2，石川11，山梨25，．長野3，岐阜1，静岡
　24，愛知5，京都11，大阪2，兵庫1，和歌山4，島根2，岡山1，広島5，山口5，愛媛
　3，高知1，福岡6，佐賀4，長崎4，大分2，宮崎2，鹿児島1一・当該時期合計203園
◎養護施設…　　高萩臨海学園（茨城）・二葉孤児園（茨城）・治生学園（東京）・名古屋養
　二院（愛知）・駒方寮（愛知）・立正学園（兵庫）・古平田学園（島根）・立正青葉学園
　　（岡山）・たちぽな学苑（徳島）・吾子苑（愛媛）の10。
◎その他の児童施設…　　精神薄弱児施設・仏子園（石川），精神薄弱児施設・八事少年寮（愛
　知）の2。
　②高齢老関係…　　高齢者関係活動は少なく，以下の事例が見られるのみである。養護老人
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ホーム・法延会軽井沢養老院（のち静山荘）（長野・1952（昭和27）年），養護老人ホーム・身
延山功徳会（山梨・同年），養護老人ホーム・寿老園老人ホーム（広島・1954（昭和29）年），
有料老人ホーム・寿老園（広島・1957（昭和32）年）
　③教育関係…　　教育分野は，明治以降消長を繰り返しているが，本期では社会福祉教育系
の動向として立正大学（東京），日本福祉大学（愛知）に関する記述が見られる。
◎立正大学…　　1949（昭和24）年文学部（社会学科）設置。1950（昭和25）年短期大学部
　（社会科）増設。1951（昭和26）年大学院文学研究科設置。
◎日本福祉大学…　　1953（昭和28）年中部社会事業短期大学（社会事業科）開設。1954（昭
　和29）年第2部社会事業科（夜間部）増設。1955（昭和30）年社会事業専攻科併設。1957
　（昭和32）年日本福祉大学（社会福祉学部）に昇格。
　④更生関係…　　司法保護活動では組織化の方向が見られる。すなわち，1951（昭和26）年
に日蓮宗関東保護司会結成大会（東京・題経寺）の開催がそれである。
　これ以外の保護関係では，1947（昭和22）年に東京都4社会事業協会の少年保護事業講習会
が開催され，教室関係では同年の堀龍淳・望月隆澄の栃木刑務所慰問の記事が見られる。量的
には保護司は1953（昭和28）年名簿に196名が掲載されているが，教講師の名簿掲載はわずかで
ある。
　⑤医療関係…　　明治期の綱脇底面のハンセン病救療活動によってもたらされたハンセン病
患者に対する教化活動が，国立療養所の駐在布教師派遣，花祭り・施餓鬼・お会式等の法要執
行として定例化されている。諸法要執行は栗生楽泉園（群馬・妙法会妙法堂），多磨全生園（東
京・唱行会唱行堂），長島愛生園（岡山）・岡山光明園（岡山）であり，他に法華堂建立への尽
力が長島愛生園・岡山光明園（1958（昭和33）年）にてなされている。これ以外では，1947
　（昭和22）年に財団法人身延一乗病院（山梨・旧一乗学苑）が開設認可されている。
　⑥災害関係…　　災害関係は，以下の各災害発生に際して活動がなされているが，その内容
は宗務院もしくは地域管区宗務所主導による義援金募集・見舞金寄付がほとんどである。すな
わち，1947（昭和22）年9月のキャスリーン台風による関東・東北地方の水害，1949（昭和
24）年1月の九州西北部水害，1953（昭和28）年7月の西日本水害，1958（昭和33）年9月の
狩野川台風（台風22号災害救援本部設置）である。一方，枕崎台風（1945（昭和20）年）・南
海道地震（1946（昭和21）年）・福井地震（1948（昭和23）年）・アイオーン台風（同年）・
ルース台風（1951（昭和26）年）・洞爺丸台風（1954（昭和29）年）等の甚大災害に対する救
援活動の記録は見られないが，それが救援活動未実施を示すか否かは不明である。
　⑦その他…　前記6項目に分類し得なかったものとしては，1945（昭和20）年の白鳥二三
の世帯更生立正生活相談所（宮城）創立，1955（昭和30）年の立正音楽協会（東京）結成があ
る。白鳥の活動は，地域住民との関係を重視したものであり，今後の寺院と地域社会・地域住
民との関係を考える上でも参考になる活動と言えるものであろう。
　さて，第1期の宗門としての活動は戦後の混乱への対応から始まり，児童・司法，そして社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一224一
人間の福祖：第15号（2004）
会教化活動全体の組織化という方向に進んでいた。また，個々の活動としての児童関係の幼稚
園・保育所・託児所，子ども会・日曜学校等，および更生関係の保護司の活動は，近代からの
伝統もあり，積極的に活動が実践されたと考えられるのである。
2　高度経済成長期の動向
　本葺は1964（昭和39）年～1972（昭和47）年を対象とする。本章は，1964年の東京オリン
ピック開催による「オリンピック景気」から，翌年の「40年不況」を経，1966（昭和41）年以
降5年間にわたり実質経済成長率が11％を上回る「いざなぎ景気」へと進んで行く時期であ
る。その後，1973（昭和48）年の第四次中東戦争による石油危機i以降の状況出現まで，経済成
長は継続していくが，一方で三大公報酬が社会問題化する等，高度経済成長下の企業活動に伴
う社会問題が噴出した時期でもある。また高齢化問題が進行し，1970（昭和45）年には高齢者
人口が7％以上に上る高齢化社会に突入している。仏教界では，浄土宗の「おてつぎ運動」，天
台宗の「一隅を照らす運動」，真言宗智山派の「つくしあい運動」など教化活動が展開され，日
蓮宗も「護i法運動」を展開している。
（1）宗門の動向
　三期の日蓮宗の動向を概観すると、以下のようにまとめられる。すなわち，1962（昭和37）
年2月に第3回日蓮宗全国社会教化事業大会（静岡）が開催され⑲，それ以降定例化されてい
る。そして，1963（昭和38）年11月の日蓮宗全国社会教化事業協会会長会議にて，宗門の社会
教化事業の全国組織としての全国社会教化事業協会連合会の発足が決定されている⑫⑪。翌1964
（昭和39）年2月に日蓮宗現代宗教研究所設立準備七人委員会は，「日蓮宗社会事業実態調査」
報告書を含む宗門実態調査レポートを発表し，日蓮宗の実態把握に取り組んでいる⑳。また，
日蓮聖人降誕750年に向けての護法運動は，1966（昭和41）年より二次6年間計画で進められて
いるが，同年3月の第18宗会は社会活動および社会教化事業の推進規定を含む「護法運動本部
規定」を制定し，あわせて全国社会教化事業協会連合会の設立が承認され，護法運動への取り
組みの中での，社会的活動の位置付けが明確にされている⑳。また，これを受けて，1968（昭和
43）年4月に「日蓮宗社会教化事業協会連合会規約」が施行されるが，同規定第4条は「本会
は宗祖の忍難慈勝のこ精神に立脚し全管区の社会教化事業の使命達成と社会福祉の増進に寄与
することを目的とする」と，宗祖日蓮聖人の精神に立脚した活動である旨を述べている㈱。ま
た1971（昭和46）年には降誕750年正当を迎え，同年1月にそれを記念して，日蓮宗社会教化事
業協会連合会が『宗祖降誕七五〇年記念日蓮宗社会教化事業の指針』を発行し，活動の指針資
料として全寺院配布している2の。なお，本期末の1972（昭和47）年からは，「護法統一信行」が
1981（昭和56）年の日蓮聖人第700遠忌に向けて開始されている。
　本期冒頭の活動実態として，1961（昭和36）年4月の「社会教化事業施設名簿」には，幼稚
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園を含む222施設の名称が掲載されている。内訳は，幼稚園・保育所！84，託児所19，養護施設
1！，里親2，母子寮1，Ei曜学校1，老人施設1，宿泊収容施設1，施薬1，不詳1であり，
児童関係がほとんどを占めている㈱。
　このように第2期の宗門動向の中心は，「日蓮聖人降誕750年」の準備として展開された「護
法運動三力年計画」であり，さらに「降誕750年」の活気を「日蓮聖人第700遠忌」に向けるべ
く期末から開始された「護法統一信行」である。また，社会教化活動では，おおむね全体予算
の1％未満ではあるが予算配置をし，それに基づいて社会教化事業研修会が開催され，また奨
励費を設けて社会教化事業が奨励されていることも注目されよう。
（2）個別活動
　第2期の個別活動の状況について，①児童関係・②障害関係・③高齢者関係・④更生関係・
⑤医療関係・⑥災害関係・⑦教育関係・⑧国際関係・⑨その他に大別して，以下にまとめるこ
ととする。
　①児童関係…　　宗門の動向としては，r日蓮宗保育研修大会」（1955（昭和30）年第1回開
催）の第10回以降が継続的に開催され，1972（昭和47）年には「主任研修会」が開催され，の
ち「保育主任（指導者）研修会」と改称して定例化されている。この間に宗門保育の基本文献
として位置付けられる『日蓮宗保育要領一草稿一理後編』（1967（昭和42）年）・『日蓮宗保育
要覧』（1969（昭和44）年）・『日蓮宗保育必携』（1971（昭和46）年）が発刊されている。
　また，個々の活動状況としては，本期は以下のように幼稚園・保育所の新設13園，養護施
設・その他も各2のみである。なお，この時期，1971（昭和46）年に吉沢立正保育園（山梨）
が創立35周年として「仏教保育35周年記念公開保育」を実施している。
◎幼稚園・保育所…　　北海道1，宮城1，茨城2，群馬1，千葉2，愛媛1，香川1，長崎
　1，熊本1，宮崎1，鹿児島1…　　当該時期合計13園
◎養護施設…　　山梨立正光生園養護施設（山梨）・昭徳会三好学園（愛知）
◎その他…　　山梨立正光生園母子寮（山梨）・昭徳会三好学園（愛知）
　②障害関係…　施設関係では，1964（昭和39）年のつばさ会えばし学園（長崎・知的障害
児施設）の開設があり，個人的活動としては，論意友（山梨）の点訳活動が知られている。林
の点訳は，1967（昭和42）年には44点を数えている。また，宗義ではあるが，1964（昭和39）
年には，点訳奉仕の会「六・星会」礪の細密孤（愛矩浄土真宗檀徒）が平楽寺版
　r訓訳法華経』点訳を完成し，立正大学図書館に寄贈している。
　③高齢者関係…　施設関係として，崎戸敬老院（長崎・196！（昭和36）年名簿掲載），養護
老人ホーム・松尾山大成園（佐賀・1966（昭和41）年），養護i老人ホーム・湯の里荘（長崎・
1969（昭和44）年），養護i老人ホーム・吾妻荘（長崎・1972（昭和47）年）の4施設が知られ
る。
　④更生関係…　　教講活動は組織化の方向が見られ，1962（昭和37）年に日蓮宗教講師連盟
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発起人会が，東京矯正管区管内教講師大会開催を契機として開催され，1966（昭和41）年の全
国教講師大会に際して日蓮宗教講師会設立総会が開催されている。なお，量的には1967（昭和
42）年5月16日付教講師数56名が報告されるのみである。個別実践活動は記録が少なく，岡山
立三三年会の少年院訪問活動や千葉県寺院の千葉刑務所での施餓鬼会（1962（昭和37）年）が
知られるに過ぎない。
　⑤医療関係…　　ここでは綱脇龍門（山梨・身延深敬園）の活動によるハンセン病療養所で
の活動が中心となっている。具体的には，多磨町生園「唱行会」，栗生楽泉園「妙法会」，邑久
光明園「立正会」の信者団体や法華堂が知られるが，これら信者組織主催の諸法要へ駐在布教
師・宗務所管内寺院が出仕しており、菊池恵閉園の法華堂建立（熊本・1963（昭和38）年）へ
の管内寺院の尽力が知られる。また，宗務院予算中に「拝外関係事業費」が計上され，これら
諸法要の経費が含まれており，宗門が各信者組織を後援していたことが理解される。なお，本
期末の1972（昭和47）年には長島愛生園内日唱会会員が島根県内日蓮宗寺院の参加する島根県
フレンド協会の招待により，島根県下寺院を参拝しており，注目される。
　その他には，身延深敬園関係記録や原爆病院慰問や身延山病院病棟建設が知られる。
　⑥災害関係…　　三期の自然災害等のうち，宗務院や各宗務所が中心となって対応した記録
があるのは次の通りである。すなわち，1959（昭和34）年の伊勢湾台風（台風災害援護総本部
設置），1964（昭和39）年新潟地震（災害援護本部設置），1965（昭和40）年伊豆大島大火（日
蓮宗災害対策本部設置），1966（昭和41）年台風26号被害（台風26号災害救援本部設置，「災害
救援要項」決定），1967（昭和42）年羽越水害，1968（昭和43）年十勝沖地震（地震救援本部設
置），1970（昭和45）年千葉県下集中豪雨被害の7件である。これらの災害への宗門の対応は，
対策本部の設置，現地訪問・救援，全国各寺院等への勧募活動の呼びかけが中心であり，それ
に呼応する形で，当該地域や各地の寺院檀信徒組織にて押回活動がさまざまに展開されてお
　り，それらの浄財が宗務院や関係機関に寄託され，特に宗務院管轄分は勧募状況報告がなされ
ているむ
　⑦教育関係…　　本四は，1947（昭和22）年～1950（昭和25）年の第1次ベビーブームに誕
生したいわゆる「団塊の世代」が高校を卒業し進学する時期にあたり，宗門関係では日本福祉
大学に1961（昭和36）年日本福祉大学女子短期大学部（保育科）が開設され，日本福祉大学大
学院は社会福祉学専攻（1969（昭和44）年）を開設している。立正学園（1927（昭和2）年馬
　田行啓創設）に1962（昭和37）年立正女子短期大学（児童科）が増設され，1966（昭和41）年
　立正女子大学が創設されている。そして，立正大学学園に立正大学保育専門学校（1969（昭和
　44）年）が誕生している。
　　⑧国際関係…　本期は，ベトナム戦争で米軍による北爆が開始され，沖縄から爆撃機が飛
　び立ち（1965（昭和40）年），米原子力潜水艦が長崎県佐世保市に寄港する（1964（昭和39）
　年）等，世間の関心を集めた時期である。このため，ベトナム関係の救援ボランティアがみら
　れ，あわせて，インドにおける飢餓民救援やハンセソ病患者救援の勧解が見られている。な
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お，ベトナム平和運動等への関わりも，第1期の世界立正平和運動本部設置（1955（昭和30）
年）を受けて実施されているが、1966（昭和41）年には，第18赤心が「ベトナム難民救済の
件」を可決して金一封を贈呈し，宗門としての難民救援の意向が示されている。
　⑨その他…　　その他は今期初めの1959（昭和34）年の上田本昌の上沢寺民生相談所の創立
が知られる他は，歳末助け合い等による地域の貧困家庭や各種施設のための勧募活動が中心で
ある。なお，三重県日蓮宗青年会は原爆被災者救援募金（1969（昭和44）年）を実施している
が，先の世界立正平和運動本部設置という宗門姿勢に沿った活動と理解できよう。
　さて，第2期の活動は次のようにまとめられる。①児童分野の活動が多く，宗門による組織
化と教育が進んでいった。②更正保護・教講関係は，個々の内容が記録されにくい分野である
が，大会参加や表彰記録が多い背景には，活発な活動を推測でき，日蓮宗教謳師会の設立もそ
の裏付となろう。③医療分野は，ハンセン病療養所での法要が宗門として継続的になされてい
るが，患者の精神的ケアの一助と位置付けられる活動である。④国際・災害・その他では，宗
門の対応と併せて，地域や個々の寺院のボランティア活動として，災害発生時もしくは定期的
に金品の勧募活動がなされている。
　本期に特徴的な点を一つあげれば，1971（昭和46）年の宗祖降誕750年へ向けての「護法運
動」の展開がある。先にあげた諸活動の直接の動機が，当該地域の個別的状況や社会的要請に
あることは勿論であるが，同時に宗祖の記念年という大きな節目と，それに向けて「護法運
動」の展開という宗門状況が，宗門や僧侶個人を活動に向かわせる要因の一つになったと考え
られるのである。
3　低成長からバブル経済期の動向
　本期は！973（昭和48）年から1984（昭和59）年を対象とする。本期は，直前の「ドルショッ
ク」（1971（昭和46）年）から，「オイルショヅク」を経て，「トンネル不況」を迎える時期であ
る。宗門では本業後半の1981（昭和56）年に日蓮聖人第700遠忌が御正当を迎え，そこに至る
1972（昭和47）年からの10年間に「護法統一信行」が展開され，特に御正当前後には700遠忌を
慶讃するさまざまな事業が，宗門および各地域・各寺院で取り組まれている。
（1）宗門の動向
　本塗における宗門の動向を概観すると以下の通りである。すなわち，第2期以降定例化され
ていた日蓮宗全国社会教化事業協会会長会議は，1981（昭和56）年の全国社会教化事業協会身
延山大会（山梨・身延山）を経て，翌年以降は全国社会教化事業協会連合会代表老会議として
毎年開催されている㈱。また，日蓮宗の社会教化事業の担い手である「社会教導師」の講習会
は，1983（昭和58）年2月に「中央講習会・社会教導師研修会」（東京）として開催され，翌年
以降は「社会教導師研修大会」として定例化される等⑳，宗門としての活動の組織化がこの時
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期も見られている。さらに，具体的な社会への関与として1981（昭和56）年9月には社会福祉
法人立正比直会（宗務院）が申請認可され，家庭児童相談室を全国展開することとなる㈱。
　また，この期は日蓮宗における活動の国際化の取り組みが開始されており，1980（昭和55）
年5月には宗門としての「国際難民救済募金」が常設組織として創設され，個人的には玉川覚
祥がBAC仏教救済センタ7を創設し，日蓮宗もこれを積極的に支援している⑳。また，末期医
療等に対する対応も本論から始まっている。
　さて，本島に日蓮宗では宗勢調査報告が1976（昭和5！）年度・1980（昭和55）年度・1984
（昭和59）年度の3次にわたって実施されている。各年度の調査報告書より関係調査項目をあ
げ，宗門の傾向を知る手がかりとしたい。
　1976年度版では，「公共役職」への就任の有無を尋ねている。その結果は，保護司5．8％，民
生児童委員4．6％，社会教育委員2．0％，教講師1．4％，人権擁護委員1．0％，選挙管理委員
1．0％，教育委員0．6％，その他の項目の計8．9％である⑬Φ。なお、1980年度版でも同じく「公共
役職」を尋ねており、以下の通りほぼ同様の結果を得ている。すなわち，保護司5．1％，民生児
童委員3．7％，社会教育委員1．3％，教講師1．2％，人権擁護委員0．9％，選挙管理委員0．9％，教
育委員0．6％，その他の項目の計7．3％である⑳。
　1984年度版では「社会教化活動」として，公共役職，社会的専門職，社会教育活動，ボラン
ティア活動について尋ねている。公共役職では，保護司4．9％，民生児童委員3．6％，社会教育
委員1．5％，教講師1．3％，人権擁i護委員0．8％，選挙管理委員0．8％，教育委員0．7％，その他の
項目の計5．5％であり，前2回と同様の傾向を示している。社会的専門職では社会福祉主事な
いし理学療法士・その他の19項目を列挙し質問しているが，いずれも1％未満と少数に止まっ
ている。社会教育活動では学校・幼稚園2．9％，子ども会2．4％，スポーツ2．3％，文化クラブ
1．4％，塾1．1％，ボーイスカウト0．8％，体育道場0．3％，その他1．5％となっている。最後に，
ボランティア活動では，地域活動3．6％，社会福祉施設活動2．2％，老人福祉1．5％，身体障害者
援護0．5％，里親0．2％，その他1．6％の回答が得られている。このように報告書が述べるよう
に，「総体的にみて，教師の社会教化活動は，本宗においてはまだまだ定着していない状況」
が，本玉3次にわたる宗旨調査から伺えるのである囎。
（2）個別活動
　第3期の個別活動の状況について，①児童関係・②障害関係・③高齢者関係・④更生関係・
⑤医療関係・⑥災害関係・⑦教育関係・⑧国際関係・⑨その他に大別し，以下にまとめること
とする。
　①児童関係…　宗門の動向としては，日蓮宗保育研修大会は1974（昭和49）年の第20回大
会から1992（平成4）年の第38回大会まで継続的に開催され，また主任研修会は1975（昭和
50）年の第4回から1977（昭和52）年の「第6回保育主任（指導者）研修会」を経て，翌年
「保育指導者（主任）研修会」と改称され，1992（平成4）年の第21回研修会に至っている。
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その間に，日蓮宗保育連盟は1981（昭和56）年7月にr日蓮宗仏教讃歌集』，1986（昭和61）年
7月に『日蓮宗幼児教育読本』を刊行している。
　また，地域的組織では，九州教区保育連盟主催の九州保育研修会の開催が，1976（昭和51）
年から1981（昭和56）年の第12回研修会にかけて記録されている。
　社会福祉法人立正福祉会（東京・宗務院）関係では，1982（昭和57）年3月目京浜・関東・
忌寸教区児童相談室相談員養成研修会（東京）以降，家庭児童相談室の全管区開設のため，相
談員研修会を各地にて開催しており，その参考文献として1983（昭和58）年頃に「社会福祉法
人立正福祉会家庭児童相談室の手引」他を発行している。なお，家庭児童相談室の二期の活動
実績は，1983（昭和57）年度開設総数6，1985（昭和60）年度総数10・申請中3，！986（昭和
61）年度総数19・分室15，1989（平成元）年度総数24・分室32・前年度相談件数685，！990（平
成2）年度総数25・分室37・前年度相談件数1106，1991（平成3）年度総数25・分室37・前年
度相談件数1106と報告されている。
　個別活動としては，1976（昭和51）年に昌福寺児童研修館（山梨），1977（昭和52）年に社会
福祉法人蓮華会れんげ保育園（大阪），同年に財団法人大阪青少年育友会による北海道新嵐山
青少年センターめむおろ荘（北海道）の開設が知られている。また，1985（昭和60）年2月に
伊藤瑞叡（千葉）は，仏教理念に基づく人間教育の指針を示す『幼児教育の三要』（世界聖典刊
行協会）を出版している。
　このような児童関係の活動は，1988（昭和63）年度実績によれば，日蓮宗保育連盟加盟幼稚
園・保育所総数145，うち幼稚園66（学校法人26・宗教法人34・個人6），保育所79（社会福祉
法人52・宗教法人9・財団法人1・その他17）とされている。
　②障害関係…　宗門動向としては，1981（昭和56）年に，宗務院護法伝道部は国際障害老
年に因み障害者基金窓口を開設し，募金協力を呼びかけている。その他，補助金下付では，
1984（昭和59）年宗会と翌年の宗会にて，林錬友（山梨）の点訳事業への補助金下付が承認さ
れている。
　施設関係では，1977（昭和52）年に社会福祉法人立正福祉会・精神薄弱児更生施設高森寮
（熊本），1983（昭和58）年に精神薄弱者更生施設たちばな学園（佐賀）が開設されている。
　個別活動では，林錬友と近江正隆（東京）の点訳事業が目立っており，経本やカレンダー等
の点訳や録音が行われている。また，この分野では，1981（昭和56）年以降の松本経子（山
梨）の点訳・朗読ボランティア活動や1974（昭和49）年以降の高橋教悟（石川）の盲導犬学校
設立運動への協力などが知られているが，その他各地で募金活動等が国際障害老年もあってか
活発になされている。
　③高齢者関係…　本期の高齢者施設の開設状況は，次の5個所である。一紙老人ホーム・
北大阪明月荘（大阪・1974（昭和49）年），特別養護i老人ホーム・慈恵荘（長崎・1975（昭和
50）年），社会福祉法人伊豆社会福祉事業会・特別養護i老人ホーム玉樹園（静岡・1980（昭和
55）年），社会福祉法人身延山福祉会・特別養護老人ホームみのぶ荘（山梨・同年），社会福祉
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法人淳風会・軽費老人ホームグリーンヒル淳風（大阪・1991（平成3）年・本門仏立宗）。
　個別活動としては，1982（昭和57）年に錦織義宣（島根）がr老人ホームからの発想』を発
行している。なお，高齢者施設への慰問や物故老法要，そして高齢者と同行しての寺院参拝な
どは多く見られる所である。
　④更生関係…　教講師関係では，第2期に設立された日蓮宗教謳師会の総会が，全国教謳
師大会に併せ，もしくは単独で，次の通り開催されている。すなわち，1978（昭和53）年・
1982（昭和57）年・1984（昭和59）年（2回）・1985（昭和60）年・1986（昭和61）年・1988
（昭和63）年・！990（平成2）年である。なお，1990年7月には本宗教旧師の基本文献として
のr日蓮宗教講師必携』が刊行されている。なお，本宗教講師の量的側面は，1979（昭和54）
年の統計では72名が報告されている。
　一方，保護司に関しては，1976（昭和51）年の統計では320月余とされている。
　その他の活動記録はわずかで，1980年代前半の佐賀・島根・東京・大阪の各日蓮宗青年会に
よる少年院慰問活動が記録されているのみである。
　⑤医療関係…　　ハソセソ病療養所における法要執行等の活動は，第2期に引き続き見ら
れ，多磨全島園（唱国会），栗生楽泉園（妙法会），邑久光明園（立正会），長島愛泉園（日唱
会）における仏教行事・宗祖記念諸法要が，地元宗務所・駐在布教師によって執り行われてい
る。
　また，1980（昭和55）年5月に長島愛泉園の島根県出身者は，フレンド会（会長・米田淳
雄）の「愛の運動」によって，里帰りを果たしている。
　なお，日蓮系では，本門国立宗（特別布教師会）が1975（昭和50）年2月にr救うイ病・15
年の歩み』を刊行しているが，同宗は1978（昭和53）年4月の長島愛生園仏立講堂の落慶法要
と同講堂開設20周年記念式典を行っており，同宗の活動の活動が継続していたことが理解され
る。
　⑥災害関係…　　本期の自然災害のうち，宗務院・宗務所もしくは地域組織が中心となって
対応した記録のあるものは次の通りである。すなわち，1974（昭和49）年伊豆地震，1976（昭
和51）年台風17号，同年山形県酒田市大火，1978（昭和53）年伊豆大島近海地震，同年宮城県
沖地震，1981（昭和56）年台風15号による竜ヶ崎市水害，1982（昭和57）年西日本集中豪雨，
1983（昭和58）年日本海中部地震，同年三宅島噴火，1991（平成3）年雲仙普賢岳噴火であ
る。これらの災害に対しての基本的な対応としては，募金托鉢・救援金品募集・救援バザー，
現地調査・慰問活動であった。
　なお，自然災害ではないが，1977（昭和52）年5月に全国日蓮宗青年会熊本結集が実施され
た際には，公害問題分科会が開催され，水俣病患者へ寄付金が贈呈されている。
　⑦教育関係…　　福祉関係の養成教育としては，！983（昭和58）年4月に立正大学学園ば，
立正大学短期大学部（埼玉）に社会福祉科第1・2部および幼児教育三三1・2部を開設して
いる。また，1989（平成元）年4月に法音寺学園は，介護福祉上・社会福祉．ヒを養成する中央
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総合福祉専門学校（愛知）を開設している。
　⑧国際関係…　海外援助に関しては，1979（昭和54）年ll月に日蓮宗・永倉嘉文（神奈
川）が理事長を務める全日本仏教青年会が「カンボジア難民救済募金趣意書」を発表している
が，日蓮宗のカンボジア難民募金はこの頃以降に盛んとなっている。すなわち，1979（昭和
54）年宗務院は宗務総長名義の「国際難民救済浄資自虐趣意書」を発し，国際難民救済募金を
開始して，1981（昭和56）年にカンボジアの児童救援基金100万円を寄託し，1982（昭和57）年
3月には日本ユニセフ協会にアフリカ難民救援募金300万円を寄託し，7月にはカンボジア難
民援助金4000ドルを交付している。以後本期末まで国際難民救済募金を募集し，アジア・アフ
リカ各地に贈呈しているが，それらは，先の全日仏，仏教救済センター（BAC，理事長・日蓮
宗玉川覚祥），ユニセフ，国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）等に寄託して行われていっ
た。対象地域としては，カンボジア，タイ，ビルマ，ラオス，バングラデッシュ，スーダン，
エチオピア，中東，アフリカ，シベリア・サハリン等があげられている。個別活動に対する助
成金も支出されており，たとえば，1985（昭和60）年の宗会では伊藤佳通の経口補水瘤普及活
動（バングラデッシュ）への支援補助金下付が承認されている。
　また，前期の宗務所・青年会および個人による活動も多数行われているが，それらの多くは
金品の勧募活動である。尺玉活動以外では1980（昭和55）年2月に全日本仏教青年会の「日本
の仏教青年ボランティア隊」第1陣が，神奈川県仏教青年会・全国日蓮宗青年会を中心に，カ
ンボジア国境地域の難民キャンプでボランティア活動を行い，1986（昭和6！）年11月には東京
都南部日蓮宗青年会がインド・ボンベイを訪問して，文房具を子ども達に届けている。また，
1989（平成元）年8月に仏教救援センター（BAC）は，タイ東北部のコンケーン市にレラティ
ブ・ホテル（患者家族の宿泊用宿舎）を寄付している。
　⑨その他…　上記以外としては，全国的に歳末助け合いへの関与が，雨期全体を通じて多
く見られている。これらの中には継続的に実施される活動もあるが，1981（昭和56）年の日蓮
聖人第700遠忌を記念して実施された活動も多いようである。
　また，歳末助け合い活動以外としては，1986（昭和61）年10宗派112名の僧侶により，r仏教
テレホン相談室」（大阪）が開設され，本心は金曜日を担当している。
　さらに，1983（昭和58）年11月の京浜教区教化研究会では，宗内では初めて高齢老末期医療
をテーマに取り上げている。
　さて，第3期の活動の特徴としては，①宗門としての活動の組織化の進捗，②社会福祉法人
立正福祉会の設立と家庭児童相談室の全国展開，③国際化としての「国際難民救済募金」の創
設とBAC仏教救済センターの創設，④末期医療に対する対応の開始，などをあげることができ
るのである。
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4　バブル経済崩壊以降の動向
　本期は1985（昭和60）年から現在までを対象とする。本期は，バブル経済が進行し，またそ
れが崩壊し，現在に至る長期の景気低迷に至る時期である。日蓮宗の活動としては，日蓮聖人
第700遠忌以降の目標点をどこに置くのかが課題となり，2002（平成14）年4月の宗祖立教開山
750年に向けて，1985（昭和60）年から3期18年間にわたる「お題目総弘通運動」を展開する中
で，社会活動や脳死問題を取り上げ，研修会や資料整備が進んでいった。その中で，海外では
米・開教センターの再整備が進み，特に南北アメリカに対する関わり，日系2世・3世への関
わりを深めており，それから脳死・臓器移植という問題への関わり，そして本稿のテーマであ
る社会活動展開という流れを作り出している。このような時期に，北海道奥尻の北海道南西沖
地震や阪神淡路大震災で罹災した僧俗への関わり⑬が，地域の僧侶を中心に行われ，それを契
機としてボランティア活動の問い直し作業が進んでいる。
（1）宗門の動向
　本期の日蓮宗の動向を概観すると以下の通りである。すなわち，第2期以来定例化されてい
た全国社会教化事業協会連合会代表者会議が毎年開催され，期末に至っている。同様に，第3
期に始まった社会教導師講習会も毎年開催され，また，立正福祉会の家庭児童相談室は全国展
開が進み，活動が軌道にのっている。さらに，1998（平成10）年宗務院は，東京・群馬・岡山
の三山ンセン病療養所における慰問布教の強化を表明しているが，1996（平成8）年のらい予
防法廃止を受けた患者への対応と言えよう㈹。また，組織化動向としては，2000（平成12）年
10月宗務院は，日蓮宗保護司会および日蓮宗民生児童委員会の設立総会（ともに東京）を開催
している㈲。
　さて，本底には宗勢調査報告が1988（昭和63）年度・1992（平成4）年度・1996（平成8）
年度の3次にわたって実施されている。第3期同様にこれらを見てみたい。
　1988年度版では「社会活動」として，公共役職，社会教育活動について尋ねている。公共役
職では，保護司5．3％，福祉活動指導員5．2％，民生児童委員5．0％，教講師1．7％，人権擁護i委
員0．9％，調停委員0．6％，母子相談員0．4％が挙げられ，一方，社会教育活動では，子ども会
6．2％，スポーツ6．1％，学校・幼稚園6．0％，社会福祉施設活動4．6％，文化クラブ4．6％，地域
活動3．7％，老人福祉2．6％，身体障害者援護1．9％，ボーイスカウト1．5％，里親0．2％，その他
14．2％となっている⑬㊧。
　1992年度版では「社会活動」として，公共役職，社会的活動について尋：ねている。公共役職
では，保護i司7．6％，民生児童委員6．5％，福祉活動指導員5．3％，教言毎師2．7％，人権擁i護i委員
1．6％，調停委員0．8％，母子相談員0．6％，その他23．2％である。社会的活動では，地域活動
13．5％，社会福祉活動8．8％，老人福祉8．2％，学校・幼稚園6．0％，子ども会4．7％，スポーツ
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3．7％，身体障害者援護3．5％，文化クラブ3．4％，ボーイスカウト1．4％，里親1．1％，その他
13．4％となっている。最後に，ボランティア活動では，社会福祉施設活動2．2％，その他1．6％
の回答が得られている⑳。
　なお，1996年度版では，理由は不詳であるが，上述のような社会的活動に関する調査項目は
設定されていない爾。
（2）個別活動
　第4期の個別活動の状況について，①児童関係・②更生関係・③医療関係・④災害関係・⑤
教育関係・⑥国際関係・⑦その他，に大別して以下にまとめることとする。
　①児童関係…　宗門の動向として，日蓮宗保育連盟主催の保育研修大会は本期間毎年継続
開催され，また保育指導者（主任）研修会も同様に毎年開催されている。その中で，1994（平
成6）年7月に日蓮宗保育連盟はr日蓮宗保育研修大会40年のあゆみ』を刊行し，その歴史を
記録している。
　また，社会福祉法人立正福祉会の家庭児童相談室の実績は次の通りである。1992（平成4）
年度総数24・分室70・前年度相談件数1049，1993（平成5）年度総数24・分室75・前年度相談
件数1049，1994（平成6）年度総数25・分室72・前年度相談件数1226，1995（平成7）年度総
数25・分室69・前年度相談件数1029，1996（平成8）年度総数26・分室87・前年度相談件数
1279，1997（平成9）年度総数27・分室85・前年度相談件数12！7，1998（平成10）年度総数28
・分室103・前年度相談件数！381，1999（平成11）年度総数29・分室111・前年度相談件数
1253。その他の個別活動記録は不詳である。
　②更生関係…　教講師関係は，日蓮宗全国教謳師大会が，二期の毎年継続開催されてい
る。一方，保護司関係で！ま，組織化の動きが起こり，2000（平成12）年10月に宗務院は日蓮宗
保護司会設立総会（東京）を開催している。
　③医療関係…　　ハンセン病療養所における管区宗務所・駐在布教師等による各種法要執行
は継続的に実施されているが，その中で，先に触れたように1998（平成10）年に宗務院護法伝
道部は，当年度より東京・群馬・岡山のハンセン病療養所での慰問布教強化を，全国宗務所長
会議にて表明している。
　また，1996（平成8）年9月には，総本山身延山久遠寺（山梨）が社会福祉活動の一環とし
て運営する（財）身延山病院の新病棟が竣工し，一般診療を開始している。
　④災害関係…　　この時期の最大の災害は，1993（平成5）年7月の北海道南西沖地震と，
1995（平成7）年1月の阪神淡路大震災である。これらに対する義援金の募集等の援助活動は
各地で実施されたが，宗門の動向としては次の通りである。
　北海道南西沖地震では，1993（平成5）年7月に宗務院が北海道の日本海側被災地と奥尻島
を慰問している。
　阪神淡路大震災では，1995（平成7）年1月の発生当日，宗務院は兵庫県南部地震日蓮宗救
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援対策本部を設置し，日本赤十字に義援金1000万円を寄付するとともに，全国に「阪神大震災
（兵庫県南部地震）日蓮宗義援金勧募のお願い」を呼びかけている。また，総本山身延山久遠
寺は地震発生直後に2次にわたり救援団を派遣し，現地見舞を行っている。「日蓮宗義援金」は
その後，同年9月1日の「防災の日」を期して，被害が最大であった兵庫県東部宗務所におい
て，交付式を執行して，配布されている。
　なお，日蓮系では本門仏立宗が，地震発生当日現地を視察し，翌18日には「兵庫県南部地震
救援対策本部」を設立して，対応に乗り出している。
　また，その他では，阪神淡路大震災1周年の1996（平成8）年1月に，古河良皓（東京）・
山口裕光（東京）らは，ボランティアグループのネットワーク作りの準備会を開催している。
　⑤教育関係…　　本四の福祉関係の養成教育分野では，立正大学学園（東京）の動向が知ら
れている。すなわち，1996（平成8）年4月立正大学は短期大学部社会福祉科・幼児教育科を
改組昇格して社会福祉学部社会福祉学科・人間福祉学科（埼玉）を開設し，2000（平成12）年
4月には立正大学大学院社会福祉学研究科修士課程（埼玉）を開設している。
　⑥国際関係…　　この頃，日蓮宗ではユニセフとの間でラオス援助の取り決めをし，ラオス
の小学校校舎建設，経口補水塩などの援助を行い，また仏教救：援センター（BAC）との協力に
よってもラオスの小学校建設を行っている。さらに，日蓮聖人立教開宗の日（4，月28日）に因
んで，毎月28日を「総弘通いのりの日」，11月28日を「国際歳末助け合い運動」として勧募運動
を行っている。その一環として，1993年2月には「国際歳末助け合い募金」157万円余を含め，
ラオス救援の約557万円を日本ユニセフ協会に贈呈している。その後も毎年11月28日を中心と
した「いのりの日」に各地で歳末募金が実施されている。また，附会報告によれぽ，これらの
勧募活動の結果として，ラオス（経口補水塩・小学校建設），井戸水浄水施設，国際協力，コソ
ボ紛争救援，トルコ大地震救援，台湾大地震救援などがあげられており，1999（平成11）年度
現在のラオスの小学校は，18校が完成し，2校が建設中である。
　個別の活動としては，1993年（平成5）年10月置吉田永正（山梨）が，AMDA（アジア医師
連絡協議会）とともにソマリア難民救援隊に参加し，医療品・教材等を携えて視察している。
　⑦その他…　　日蓮宗は2002（平成14）年の宗祖立教開宗750年に向けて「お題目総弘通運
動」を本期に展開するが，その中で末期医療を取り上げ研修会を開催している。すなわち，
1997（平成9）年2月に現代宗教研究所（日蓮宗医療問題研究会）が，本宗教師を対象に，第
1回日蓮宗ビハーラ講座（東京）を開設し，以後毎年継続開催し，ターミナルケア等について
の知見を広めている。
　このように，第4期では2002（平成14）年の宗祖立教開宗750年およびそこに至る「お題目総
弘通運動」が宗門の中心であるが，仏教福祉の関係では，①社会福祉法人立正福祉会「家庭児
童相談室」の全国展開，②北海道南西沖地震・阪神淡路大震災への対応，③ユニセフ・BACと
連携した「国際歳末助け合い募金」，④日蓮宗ビハーラ講座の開催，などが特徴的と言えよう。
一方，本期は個人的・個別的活動の資料が少なく，個々の寺院・僧侶が如何に福祉的活動を認
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日蓮宗における戦後仏教福祉活動の動向（清水）
識し，それを展開したか，あるいは活動自体が不活性であったのかは不明である。
まとめ
　日蓮宗および日蓮系教団は，戦後，特に第2期では宗祖降誕750年へ至る「護法運動」，第3
期では日蓮聖人第700遠忌へ至る「護法統一信行」，第4期では宗祖立教開宗750年へ至る「お題
目総弘通運動」というように，宗祖記念年に向けての活動が宗門全体の方向性であり，それら
との関連の中で社会福祉活動（社会教化事業）が展開されている。その内容は災害救援活動
（勧募・慰問）のように災害発生を受けて行われる活動もあるが，時代・社会との関連変化を
遂げる活動も当然存在している。後者の意味で，近年の宗門の関心は家庭児童相談室に代表さ
れる児童問題（家族問題）と，日蓮宗ビハーラ講座に代表されるターミナルケアにあると言え
よう。本稿対象期間以降では，ビハーラ講座修了者を中心にして2001（平成13）年6月に「日
蓮宗ビハーラ・ネットワーク（NVN）」も結成され，活動を開始している。
　また，現在宗門における社会教化事業の再構築が進みつつあり，2002（平成14）年2月には
r立教開宗七百五十年慶讃記念　日蓮宗社会教化事業・活動の手引き（理念編）』が，全国社会
教化事業協会連合会から発行され，現在，『同（実践編）』が編集中とのことである。そして，
これらを受けて「日蓮宗社会教化事業」を組織的にどう展開するのか，現在個々に展開されて
いる活動を如何に組織化するのか，また，未だ確立しているとは言い難い教義的裏付けの確立
が，今後の課題とされているのである。
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